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第１章 税制改革に当たっての基本的考え方

２．税制改革の視点
第五に、地域主権を確立するための税制を構築していきます。地域再生のためにはもちろんのこと、市民に一番身近

な自治体が、自らの権限と責任で自らの税制のあり方を定め、そこから得られる税収によって住民が求める行政サービ
スを提供することは、納税者としての意識を高め、税の無駄遣いを防ぐことにもつながります。今後、地域主権を確立
するためには、国と地方の役割分担の大幅な見直しと併せて、それぞれの担う役割に見合った形へと国・地方間の税財
源の配分のあり方を見直します。

平成22年度税制改正大綱（抄）

平成 21年 12月 22日
閣 議 決 定

第２章 新しい税制改正の仕組み

１．新しい税制調査会の設置
地方税制については、地方の声を反映する仕組みを構築することが必要です。税制調査会では、平成22年度税制改正

に当たり、全国知事会、全国市長会、全国町村会との意見交換を行いましたが、今後、国と地方が対等に協議する場の
法制化の議論との関連を整理しつつ、地方税制に関する地方の声を十分反映できる仕組みを検討します。

第３章 各主要課題の改革の方向性

９．地域主権の確立に向けた地方税財源のあり方
（１）国と地方の税源配分のあり方の見直し

地域主権改革を推進し、国の役割を限定して、地方に大幅に事務事業の権限を移譲します。国と地方の役割分担を踏
まえるとともに、地方が自由に使える財源を拡充するという観点から国・地方間の税財源の配分のあり方を見直します。
社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、税源の偏在性が少なく、税収が安定的な地

方税体系を構築します。

（２）地方税に関する国の関与のあり方の見直し
地方自治体が事務事業のみならず税の面でも創意工夫を活かすことができるよう、課税自主権の拡大を図ります。

（３）地方の意見を反映する仕組みの構築
国が地方に優越する上下関係から、対等の立場で対話していける新たなパートナーシップ関係に転換します。そのた

めに、国と地方が対等に協議する場の法制化の議論との関連を整理しつつ、地方税制に関する地方の声を十分反映でき
る仕組みを検討します。 1



 
国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

国 税

381,723億円

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

所得税

33.0％

126,140億円

法人税

15.6％

59,530億円

消費税

25.2％

96,380億円

その他

26.2％

99,673億円

国 税

381,723億円

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

個人住民税

所得税

33.0％

126,140億円

法人税

15.6％

59,530億円

地方消費税

7.4％

24,887億円

消費税

25.2％

96,380億円

固定資産税 その他

その他

26.2％

99,673億円

・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10 240億円

国 税

381,723億円

地方税合計

338,032億円

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

個人住民税

33.5％

113,288億円

所得税

33.0％

126,140億円

地方法人二税

14.8％

50,060億円

法人税

15.6％

59,530億円

地方消費税

地方消費税

7.4％

24,887億円

消費税

25.2％

96,380億円

固定資産税

26.1％

88,078億円

自動車税 軽油引取税

その他

18.2％

61,719億円

その他

26.2％

99,673億円

・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10,240億円

・たばこ税 8,270億円
（このほか、たばこ特別税 1,582億円）

国 税

381,723億円

地方税合計

338,032億円

道府県税
〔
地
方
税

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

個人

道府県民税

32.7％

46 425億

個人住民税

33.5％

113,288億円

所得税

33.0％

126,140億円

地方

法人二税

24.8％

35 210億

地方法人二税

14.8％

50,060億円

法人税

15.6％

59,530億円

地方消費税

17.5％

24,887億円

地方消費税

7.4％

24,887億円

消費税

25.2％

96,380億円

固定資産税

26.1％

88,078億円

自動車税

11.4％

16,272億円

軽油引取税

5.9％

8,432億円

その他

7.7％

10,936億円

その他

18.2％

61,719億円

その他

26.2％

99,673億円

・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10,240億円

・たばこ税 8,270億円
（このほか、たばこ特別税 1,582億円）

・自動車税 16,272億円

・都市計画税 12,344億円

・地方たばこ税 9,882億円

・軽油引取税 8,432億円

国 税

381,723億円

地方税合計

338,032億円

道府県税

142,162億円 〔
地
方
税

〔
地
方
税
内
訳
〕

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

個人

道府県民税

32.7％

46,425億円

個人住民税

33.5％

113,288億円

所得税

33.0％

126,140億円

法人市町村民税

7.6％

14,850億円

地方

法人二税

24.8％

35,210億円

地方法人二税

14.8％

50,060億円

法人税

15.6％

59,530億円

地方消費税

17.5％

24,887億円

地方消費税

7.4％

24,887億円

消費税

25.2％

96,380億円

固定資産税

26.1％

88,078億円

自動車税

11.4％

16,272億円

軽油引取税

5.9％

8,432億円

都市計画税

6.3％

12,344億円

その他

7.7％

10,936億円

その他

18.2％

61,719億円

その他

26.2％

99,673億円

・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10,240億円

・たばこ税 8,270億円
（このほか、たばこ特別税 1,582億円）

・自動車税 16,272億円

・都市計画税 12,344億円

・地方たばこ税 9,882億円

・軽油引取税 8,432億円

国 税

381,723億円

地方税合計

338,032億円

道府県税

142,162億円

市町村税

195,870億円

〔
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方
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訳
〕
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〕

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

個人市町村民税

34.1％

66,863億円

個人

道府県民税

32.7％

46,425億円

個人住民税

33.5％

113,288億円

所得税

33.0％

126,140億円

法人市町村民税

7.6％

14,850億円

地方

法人二税

24.8％

35,210億円

地方法人二税

14.8％

50,060億円
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15.6％

59,530億円

地方消費税

17.5％
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88,078億円
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26.1％

88,078億円

自動車税

11.4％

16,272億円

軽油引取税

5.9％

8,432億円

都市計画税
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12,344億円

その他

7.0％

13,735億円

その他

7.7％

10,936億円

その他

18.2％

61,719億円

その他

26.2％

99,673億円

・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10,240億円

・たばこ税 8,270億円
（このほか、たばこ特別税 1,582億円）

・自動車税 16,272億円

・都市計画税 12,344億円

・地方たばこ税 9,882億円

・軽油引取税 8,432億円

国 税

381,723億円

地方税合計

338,032億円

道府県税

142,162億円

市町村税

195,870億円

〔
地
方
税
内
訳
〕

（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

税 算額（特 会計を含む） 地方税 超 課税 び法定外税を含まな

〔
地
方
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内
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〕

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）

個人市町村民税

34.1％

66,863億円

個人

道府県民税

32.7％

46,425億円

個人住民税

33.5％

113,288億円

所得税

33.0％

126,140億円

法人市町村民税
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地方法人二税

14.8％

50,060億円

法人税

15.6％

59,530億円

地方消費税

17.5％

24,887億円

地方消費税

7.4％

24,887億円
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25.2％

96,380億円

固定資産税

45.0％
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26.1％

88,078億円

自動車税

11.4％

16,272億円

軽油引取税

5.9％

8,432億円

都市計画税

6.3％

12,344億円

その他

7.0％

13,735億円

その他

7.7％

10,936億円

その他

18.2％

61,719億円

その他

26.2％

99,673億円
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・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10,240億円

・たばこ税 8,270億円
（このほか、たばこ特別税 1,582億円）

・自動車税 16,272億円

・都市計画税 12,344億円

・地方たばこ税 9,882億円

・軽油引取税 8,432億円

国 税

381,723億円

地方税合計

338,032億円

道府県税

142,162億円

市町村税

195,870億円

〔
地
方
税
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訳
〕

　　　２　国税は予算額（特別会計を含む）、地方税は、超過課税及び法定外税を含まない。

　　　３　国税は地方法人特別税を除いた額、地方税は地方法人特別譲与税を加えた額である。

〔
地
方
税
内
訳
〕

国税・地方税の税収内訳（平成22年度予算・地方財政計画額）
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32.7％
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所得税

33.0％
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14,850億円
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24.8％
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地方法人二税

14.8％
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17.5％
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地方消費税

7.4％
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消費税

25.2％

96,380億円

固定資産税

45.0％

88,078億円

固定資産税

26.1％

88,078億円

自動車税

11.4％

16,272億円

軽油引取税

5.9％

8,432億円

都市計画税
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12,344億円

その他

7.0％

13,735億円
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7.7％
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・法人住民税 6.0％ 20,331億円

・法人事業税 8.8％ 29,729億円

(うち地方法人特別譲与税 12,936億円)

・揮発油税 25,760億円

・相続税 12,710億円

・酒税 13,830億円

・印紙収入 10,240億円

・たばこ税 8,270億円
（このほか、たばこ特別税 1,582億円）

・自動車税 16,272億円

・都市計画税 12,344億円

・地方たばこ税 9,882億円

・軽油引取税 8,432億円

国 税

381,723億円

地方税合計
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142,162億円
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〔
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訳
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地方税収の推移

35

40

45
兆円

約３兆円の

税源移譲

（注１）　表中における計数は、超過課税及び法定外税を含まず、地方法人特別譲与税を含む。

（注２）　平成20年度までは決算額、21年度は決算見込額、22年度は地方財政計画額である。

地方税収の推移
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国・地方の税源配分について（平成20年度）

年 度 租税総額 国 税 地 方 税

◎税源配分の推移

国民の租税（租税総額＝８４．７兆円）

H18 ８９．９兆円
５４．１兆円
〔60.2％〕

３５．８兆円
〔39.8％〕

５２ ７兆円 ３９ ５兆円

国 税
（４５．８兆円）

地方税
（３８．９兆円）

H19 ９２．２兆円
５２．７兆円
〔57.1％〕

３９．５兆円
〔42.9％〕

H20 ８４．７兆円
４５．８兆円
〔54.1％〕

３８．９兆円
〔45.9％〕

54.1％ 45.9％

H21見込 ７２．１兆円
３７．７兆円
〔52.3％〕

３４．４兆円
〔47.7％〕

３８ ２兆円 ３３ ８兆円
地方の歳出地方交付税

国庫支出金等
国の歳出

H22計画 ７２．０兆円
３８．２兆円
〔53.0％〕

３３．８兆円
〔47.0％〕

（純計ベース）
８８．５兆円

58.8％

国庫支出金等
（純計ベース）
６２．０兆円

41.2％

（注）地方税には、超過課税及び法定外税を含まず、地方法人特別譲与税を含む。

国税には 地方法人特別税を含まない

国民へのサービス還元

国と地方の歳出総額（純計）＝１５０．５兆円

国税には、地方法人特別税を含まない。

（注）現在精査中であり、異動する場合がある。

（注）地方税には、超過課税及び法定外税を含まず、地方法人特別
譲与税を含む。
国税には、地方法人特別税を含まない。
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15.0

主要税目（地方税）の税収の推移

（兆円）
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主要税目（地方税）の税収の推移
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主要税目（地方税）の税収の推移
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地方法人二税 固定資産税

人口一人当たりの税収額の指数（平成20年度決算）

最大／最小：６．６倍

８．４兆円

最大／最小：２．２倍

８．９兆円

※「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。

（注１） 個人住民税の税収額は、個人道府県民税（均等割及び所得割）及び個人市町村民税(均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除く。

（注２） 地方法人二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税の合計額であり、超過課税分を除く。

（注３） 固定資産税の税収額は、道府県分を含み、超過課税分を除く。

（注４） 人口は、平成21年３月31日現在の住民基本台帳人口による。
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地方たばこ税 軽油引取税

人口一人当たりの税収額の指数（平成20年度決算）

最大／最小：１．６倍

１．１兆円

最大／最小：３．５倍

０．９兆円
※「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。

（注１） 地方たばこ税の税収額は、道府県たばこ税及び市町村たばこ税の合計額である。

（注２） 自動車税の税収額は、超過課税分を除く。

（注３） 地方税収計の税収額は、超過課税、法定外普通税及び法定外目的税を除いたものである。

（注４） 人口は、平成21年3月31日現在の住民基本台帳人口による。
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自動車税 地方税計

最大／最小：２．０倍

１．７兆円
最大／最小：３．０倍

３８．９兆円
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地方法人特別税・譲与税

地
方
法

地
方
法

１／２ 人口法
人
特
別

人
特
別
譲
与

2.6兆円
（消費税１％相当）

１／２ 人口
１／２ 従業者数

により按分・譲与(注4)
(注3)

(注1)
制度創設時

※ 地方消費税交付金の
法
人
事
業

賦課徴収し
たそれぞれ
の都道府県
の税収へ

税 与
税

(注2)

※ 地方消費税交付金の
交付基準と同様

業
税

の税収へ

法
人
事

賦課徴収し
たそれぞれ
の都道府県

3.2兆円

制度創設時

業
税

の都道府県
の税収へ

※平成20年10月1日より施行

（改正前） （改正後）
１ 制度創設（平成20年度改正）時の、平成20年度当初の税収見込みをもととした地方法人特別税・譲与税の規模（平年度化後）。なお、平成22年度当初の税収見込をも

ととした場合は、その規模は1.3兆円（平年度化後）に縮小すると見込まれる。

※平成20年10月1日より施行

(注)

２ 地方法人特別税（国税）は、都道府県が、法人事業税と併せて賦課徴収。

３ 地方法人特別税の課税標準は、法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）。

４ 都道府県が賦課徴収した地方法人特別税の税収は、その全額を、地方法人特別譲与税として、都道府県に譲与。
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○ 地方団体が課税自主権を活用しやすいよう 制度を見直し

課税自主権の拡大

○ 地方団体が課税自主権を活用しやすいよう、制度を見直し
→ 新たな行政ニーズに対応するための財源確保策として活用が進んでいる

（１）法定外税

平成12年4月（地方分権一括法）
・法定外普通税の「許可制」から、「協議・同意制」（消極要件に該当

しない限り、総務大臣は同意しなければならない）に変更
・法定外目的税の創設

平成16年度 税制改正

法定外税の導入状況

14道県
４市町

（H13 4月現在）

44都道府県
12市町村

（H21 4月現在）
平成16年度 税制改正

・既存の法定外税の変更（税率引下げ等）に係る国の関与を廃止
・特定納税義務者への意見聴取制度を創設

例）産業廃棄物税（三重県、岡山県など27道府県、北九州市）
（目 的）産業廃棄物の排出抑制 リサイクル促進 適正処理の推進など

平成20年度決算額 447億円
（地方税収に占める割合 0.11％）

（H13.4月現在） （H21.4月現在）

（目 的）産業廃棄物の排出抑制、リサイクル促進、適正処理の推進など
（課税対象）最終処分場等への産業廃棄物の搬入などについて、排出事業者等へ課税

（２）税率設定の自由度の拡大（超過課税等）

平成10年度 税制改正平成10年度 税制改正
・市町村民税均等割・所得割について、制限税率を廃止

平成15年度 税制改正
・法人事業税について、制限税率を緩和［1.1倍→1.2倍］

平成16年度 税制改正

超過課税の導入状況

〔法人事業税〕

７団体
（H13 4月現在）

８団体
（H21 4月現在）

平成16年度 税制改正
・標準税率によらないことができる要件の緩和（超過課税の制約緩和）
・固定資産税について、制限税率を廃止

平成18年度 税制改正

〔道府県民税（個人均等割）〕

（H13.4月現在） （H21.4月現在）

０団体
（H13.4月現在）

30団体
（H21.4月現在）

・自動車税・軽自動車税について、制限税率を緩和［1.2倍→1.5倍］

例） 個人住民税の超過課税（高知県、岡山県など30県）
（目 的）地球温暖化防止、水源涵養のための森林機能保全など
（課税対象）住民税均等割を標準税率の1.3～2.0倍で課税

平成21年度決算見込額 3,944億円
（地方税収に占める割合 1.13%）

9


	00 表紙
	01 100112 大綱抜粋（地域主権）よこ
	スライド番号 1

	02 国税・地方税の税収比較・内訳（H22予算・地財（譲与税込））
	03 地方税収の推移（縦棒グラフ）
	04 100407　 国・地方の税収配分（ダイヤモンド表修正後）プレーン版
	05 コピー25 地方税収の推移（折れ線グラフ）プレーン版
	06 資料08①　地方税収の偏在状況（20決算、超過・法定外除）個住・法２・消費・固定
	5グラフ 

	07 資料08②　たばこ・自動車・軽油・地方税計
	3グラフ (区別なし）

	08 ○100407　課税自主権



